
我が国におけるCTX耐性E.6θJJの最近の急激な増加の背景
Table l.O scmgraIP ttd CrX‐ M‐ group ty口 ng of i30 ε.ra″ isohcs
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29(22.3%)
●4(18.5%)
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JANISで把握された国内における傾向

1.イ ミペネム耐性のアシネ トバクターは、2%程度見られる

が、多剤耐性アシネ トバクターは、極めて稀

2.イ ミペネム耐性の大腸菌や肺炎拝菌は、稀 (〈 1%)

3.セ フォタキシム耐性大腸菌は10%程度に漸増傾向

その背景として

a.CTX― M―型β―ラクタマーゼ産生株の増加

b.025iH4,S丁 131や086:H18,S丁 38型株の増加

4.フルオロキノロン耐性大腸菌の増加 (30%弱 に到達)

その背景として

a.025:H4,S丁 131型株の増加

…14-



院内感染対策サーベイランス公開情報 検査部門
2007年報(7月 ～12月 )

我が国におけるイミペネム耐性アシネ トバクター

院内感染対策サーベイランス公開情報
2008年報(1月 ～12月 )

検査部門

5.主要菌の抗菌薬感受性,

Acinetobacter baumannti中 *

5.主要菌の抗菌薬感受性 *

Acinetobacter baumannil**
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2.NDM-1産生腸内細菌の特長

1.カルバペネムなどの広域β―ラクタム薬を分解するNDM-1と呼

ばれるメタローβ―ラクタマーゼを産生する。

2.CMY-4や CttX―M-15などの男1種のβ―ラクタマーゼを産生す

る。

3.RmtBやRmtCなどの16S rRNAメチレースを産生する株が

ある。

4.大腸菌や肺炎拝菌などの腸内細菌科であるため、人の腸内

や環境中に定着、生残しやすく、健常者でも尿路感染症など

の原因となりうる。

5.病原性大腸菌や近縁の腸内細菌科である、サルモネラや赤

痢菌、などに、多剤耐性遺伝子が伝達する可能性もある。
-16-



NDM-1産生株に関する最新情報 6ep・ 2040,ЮAAC.Bosto→

1.NDM… 1産生株は、インド、パキスタン以外に、バングラディッシュ、香港、シン

ガポール、カナダ、ケニア、フランス、ドイツ、ベルギー、中東、中国などあちこち
で出ている。(インド亜大陸だけでなくセルビアやコソボといったバルカン諸国を
経由した輸入例もあるらしい。)

2.菌種としては、肺炎拝菌や大腸菌がメインであるが、どβrerObacre4 PrOねυs,

Morgane〃aなどのみならず、PseυdomOnasやハclinefobacf釘などの非発酵菌群

からも出ているようだ。

3.Sa加 one〃aの NDM-1産生株が、インドより報告された。

(懸念されていた事態の一つ)

しかし、S力むe〃aはまだない(パスツール研のDr.Nordmannに直接聴取)

4.NDM-1の遺伝子を担う劇asmdは宿主域が広い、lncAICが多いようである。

5.NDM‥ 1産生株は、CMY-4や CttX‐ M‐ 15とともにArmA,RmtB,RmtCなどの
16S rRNAメチレースを産生する株もある。

…17-



イミペネム耐性大腸菌の国内における状況

院内感染対策サーベイランス公開情報 検査部門
2007年報(7月 ～12月 )

院内感染対策サーベイランス公開情報 検査部門
2∞8年報(1月 ～12月 )

5,主要菌の抗 菌薬感受性 *

Escherichia coli**

■感性 (S)

18PC in・ 24o38:

PIPC .■・ 24503)

C[Z in■ 253111

CIκ  in=20973)

AZT lo■ 212361

却由K In=248541
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`よ
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●・ 饉名コード2001-2∞ 7と報告された菌

40ヽ     r.0、

入院患喘として報告された接体を集計した

百分率を四倍五入し整微で表示
ウ米国CLS1 2007颯 100S1714“し.集 計時にSIRの判定ができない報告は集計から則除
。・ 鶴名コード2∞ 1～ 2007と 報告された曲
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5.主 要菌の抗 菌薬感受性 *

Escherichia co‖**

ABPC irl=68586.

P!PC int69342.

CEI :■ =71481,

CIX IIl二 rJ991 1.

CAZ in・ ア1600'

AZT (o=59296:

AttК  llt=7o:31i

LVFx ln■ 668631

■感性 (S) 中間 (I) ■耐性 (R)

lll‐
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イミペネム耐性肺炎拝菌の国内における状況

院内感染対策サーベイランス公開情報 検査部門
2∞7年報(7月 ～12月 )

院内感染対策サーベイランス公開情報 検査部門
2∞8年報(1月 ～12月 )

5。 主要菌の抗菌薬感受性*

Klebsio‖a pneumoniae**

■感性 (S,

P:PC  ●・ :5316)

C[2 1●ユ:5r.581

CAZ :n=156501

AZ7  ●■129941

LVFX  ll二 149!4〕

0ヽ     10ヽ     20ヽ    30ヽ    4oヽ    FJOヽ    60ヽ    ア0ヽ    80ヽ    90ヽ

入院●素として椰告された書体を菫計した
百分率を質絆五人じ菫数で表示
●米aCLS1200フ M100S171=拳姜じ、■計時にS:Rの薔定ができない椰告は餞計から日除

“
餞名コード2351と颯書された饉

5.主要菌の抗菌薬感受性 *

Klebsie‖a pneumoniae*ネ

■感性 (S) 中間 (1) ■耐性 (R)

AB'C 'o=373741

'1'C  il二

379ool

CTヽ  11 32085,

AZT ‐n三 31730,

AttK  n■ 370361

LVFX  ,こ 36808,
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入掟e名として報告され た機体を集計した

百分率を囲捕五入し菫数て表示
1来臓CLS:2007(Ml∞ ‐S171■準いし、集計時にSIRの 料定ができない報告は集計から圏除
|・ 餞名コード 2351と報告された餞
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3.KPC…産生多剤耐1生

`θ
わ∫Jθtt βんθttzθんJαθ

KPC-1を産生するカルバペネム耐性株

米国のノースカロライナ州の病院で分離
後に、KPC-2と 同じであることが判明

KPC-2を産生するカルバペネム耐性株
1998年と1999年に米国の病院で分離

KPC-3を産生するカルバペネム耐性株
2000-2001年に米国のNY Medical Centerで 分離

OmpK35の欠失、OmpK36の出現

最 も 広 が つ て い る の は 、KPC-3型 β
―ラ ク タ マ ー ゼ (我が国でも報告)

KPC―型β―ラクタマーゼとしては、KPC-10まで登録

KPC―型β―ラクタマーゼ産生株としては、MLST解析の結果
ST258(USA,Fin,Nor,Pol,Swe)が多い

-20-



KPC口型カルバペネマーゼ産生株の検出地域の分布
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KPCttβ―ラクタマーゼ産 生株 は 、PIPC/TAZ(ゾ シン)にも高 度 耐性を示す
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“

ιbsj´肋 ′んθzzθんjα

`に
おけるカルバペネム分解酵素

1.IMP―型などのメタローβ中ラクタマーゼ(稀 )

2.KPC―型カルバペネマーゼ(欧米で増加、国内では極稀)

3.NDM-1型メタローβ―ラクタマーゼ

(インド/パキスタン地域から欧米に拡大)

カルバペネム耐性株には、同時にフルオロキノロン、アミノ配糖

体などにも耐性を獲得した、多剤耐性株が多い。
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4.CttX― M―型β―ラクタマーゼ産生大腸菌などの世界的流行

CttX=M―型β―ラクタマーゼ産生菌のスペインでの状況
Rafael Cant6n and tteresa M Coque

“

禦 re 2

Graph Of● e lsola“ on of ESBし
"お

¨h9orga●slns at t疇 Ramon y Caaluni・・e●

“

y Hospl口 in M“
"(Spaln,slnce ns nrst detectlon『

1989

CttX―M口型β―ラクタマーゼ

臨床で良く用いられている、セフォタキシムやセフトリアキソンなどの第二世代セファ
ロスポリンを効率よく分解不活化する、β―ラクタマーゼ。

畜産現場で用いられる、セフチオフルなどの家畜用セファロスポリンも効率よく分解不

活化する。

ぷ
　̈縮　̈

ごご岬

幼

ごごごごごごご

Current Ophion h Mtrobb:ogy 2006.9:466-475

。|…._E__
ござざご」ごごごごごごごがゞゞ

■ TEM   口 SHV   □ C'X・M,0 口 CTX・ M・0

口 CTX‐M14■ CrX‐ Mlね ■ cTX‐ M15 口 CIX・ M・32

Shttin9 ep● ern ology of di“gem ES3じ pOduOng F α
"isol●

es frclm 1980 to 2002 31 the nam●n y Caal unversav H∝ p● l h Madnd`se● J"

イ

ロ

2.

-24-



`θ
bsj´肋′んθ夕駕θんjαθにおけるカルバペネム分解酵素

1.IMP―型などのメタローβ―ラクタマーゼ(稀 )

2.KPC―型カルバペネマーゼ(欧米で増加、国内では極稀 )

3.NDM-1型メタローβ―ラクタマーゼ

(インド/パキスタン地域から欧米に拡大)

カルバペネム耐性株には、同時にフルオロキノロン、アミノ配糖

体などにも耐性を獲得した、多剤耐性株が多い。
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近年、新たに問題視されている薬剤耐性等

⊂).KPC―型カルバペネマーゼを産生する多剤耐性肺炎拝菌
2.plasmid性のquinolone ttll■ (9月rl(Lancet,1998)

3.広域β―ラクタム耐性を付与するβ―ラクタマーゼ (AAC,多数)

④ 多剤耐性アシネ トバクター

5ロ ニルθciumヮ S′ra/sにおけるlinezolid耐性 (Lancet,2001)

6.y∂ β邸易聖圭の 6/OStrlilJlilLJm Spp.(Lancet,2001:JAC,2005)

7.yanスを持つMRSA(VRSA)(MMwR,2002:Lancet 2003)

8.16S rRNAメチレース産生GNR青 (筋)“など)(Lancet,AAC,2003)

9.マクロライド/ケトライド耐性マイコプラズマ (AAC,2004)

10.Plasmd媒介性FQ排出ポンプ(QepA)lAAC,2007)
11.ぺニシリン低感受性G群連鎖球菌(PRGBS)(AAC,2008)

, (@)NDM-1産生多剤耐性腸内細菌(AAC,2009:Lancet 2010)などなど

(★
GNR:グラム陰性拝菌)



WHOは、各国政府機関に対し薬剤耐性菌対策を推進するよう

呼びかけている (Aug口 20,2010)
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チクングニヤウイメレス

チクングニヤ熱は1952‐53年にアフリカのタン

ザニアで初めて報告された.

トガウイルス科(7ogavlridae)sア ルフアウイ

ルス属(ハrp力avirus)、 セムリキ森林熱ウイル

ス血清型群に分類される.

>エンベロープを有す球状の一本鎖(+)RNAウ

イルスである.

》> CentralノEast African,Asian,West

Afttcanの3つの遺伝子型に分類される.

CHIK―SL10571株0電子顕1敗

鏡像

MAG 25K
Bar 100nm



チクングニヤウイルスの症状

>ヒトにおける潜伏期間は2-12日で多くは不顕性感染に

終わる.

>発熱,全身倦怠,リンパ節腫脹,浮腫,頭痛,筋肉痛,

一過性の発疹,亜急性の関節炎を呈する.

>出血傾向(鼻出血・歯肉出血)や悪心・嘔吐をきたすこ

ともある.

>関節炎は特に指関節,手根関節,趾関節,足関節に多

発する.

>関節痛が数日から数ヶ月持続する場合,激しい関節痛

および多発性腱滑膜炎を伴う慢性末梢性リューマチ様症

状を呈し日常生活に困難を伴う.

>主な血液所見はリンパ球減少および血小板減少である.

>近年の死亡例では呼吸器不全,心代償不全,髄膜脳

炎,劇症肝炎,腎不全等が報告されている。

発疹像

関節炎の後遺症像

Hochedez θ′αスEⅡ〕12(10),2006
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チクングニアウイルスの感染環

主な媒介蚊

ネッタイシマ蚊
(∠e燃卿 ″)

ヒトスジシマ蚊
(∠ctt aJbttitts)

霊長
類

薔歯
類

翼手
類

Иa屁山υ         ヒトスジシマ蚊
Иa″ヵ擁          ネッタイシマ蚊

>急性期のヒHこおけるウイルス血症は非常に

高く、吸血した蚊がチクングニヤウイルスに感

染する可能性は極めて高い。したがつて日本    ・

を含む温帯地域においても輸入症例からチク

ングニヤ熱が流行する可能性がある。
-4-                、



チクングニヤ熱の流行状況と媒介蚊としてのヒトスジシマカ



2007年、チクングニヤ熱がイタリアで流行

イタリア北部でチクングニ

ヤ熱が流行した。イタリア
国内の媒介蚊は、わが国
にも生息するヒトスジシマカ
である。イタリア国内には、
インドからの輸入感染症患
者により持ち込まれた。
250人を超える患者が報告
された。
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主な流行日におけるチクングニヤ熱患者の報告数の推移
(千人)

流行国 2006生F 2007生再 2008年 2009生F

インド

スリランカ

マレーシア

インドネシア

タイ

シンガポール

イタリア

1400

1

0。2

0。5

0

0

0

60

37。6

0.1

1

0

0

0。3

70

18

4。3

10

2

0.6

0

68.2

1

5。4

0。3

47。7

0。3

0



日本の輸入チクングニヤ熱症例情報

渡航先

スリランカ

スリランカ

インド

マレーシア

インドネシア

インドネシア

インド

インドネシア

インドネシア

インドネシア

マレーシア

インド

タイ

インドネシア

ミャンマー

インドネシア

インドネシア

インドネシア

症例数

1

2

3

4
5

6

7・

8

9

10

11・

12

13

14

15

16

17

18

発病年月

2006年 11月

2006年 12月

2008年8月

2009年 1月

2008年9月

2009年 3月

2008年 10月

2009年 5月

2009年 5月

2009年 5月

2009年5月

2009年7月

2009年9月

2009年9月

2009年 12月

2010年 3月

2010年2月

2010年9月
…8-

都道府県 (確認地 )

東京都

新潟県

大阪府

兵庫県

東京都

東京都

東京都

東京都

千葉県

東京都

東京都

長崎県

東京都

東京都

神奈川県

京都府

東京都

東京都



新たに確認された一類感染症の原因病原体の
一種病原体等への追加について

○ ―類感染症
※1の

原 因 となる病原体 のほ とん どは、感 染症法 に基 づ く「病

原体管理制度
※2」

にお いて、特 に厳 重 に管理す る ことが必要 な もの と して、

一種病 原体 等
※3と

して、その所持 、輸入 、譲渡 等 を原則 禁止 している とこ

ろ。

(※ 1)一類感染症
感染力、罹患した場合の重篤性等に基づく総合的な観点からみた危険性が極めて

高い感染症であり、患者を診断した医師の直ちの届出が義務づけられるとともに、
患者 (無症状病原体保有者含む)の入院措置や就業制限等など、強い措置を行 うこ
とが可能。一類感染症には、エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南
米出血熱、マールブルグ病、ラッサ熱及びペス トの 7疾病が規定されている。

(※ 2)病原体管理制度
平成 16年 12月 にとりまとめた政府の 「テロの未然防止に関する行動計画」に

基づき、平成 18年に感染症法を一部改正し、病原体管理制度が創設された。
本制度においては、病原性、国民の生命及び健康に対する影響に応じて、病原体

等を一種病原体等から四種病原体等までに分類 し、当該分類により所持の禁止等の
所要の措置が規定され、平成 19年 6月 から施行されている (参考資料 1)。

(※ 3)一種病原体等
一種病原体等については、エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、痘そう、南

米出血熱、マールブルグ病及びラッサ熱の 6疾病の病原体が属及び種で規定されて
いる。

〔具体例〕
エボラ出血熱 :エボラウイルス属アイボリーコース トエボラウイルス、

ザイールウイルス、
スーダン エボラウイルス、
レス トン エボラウイルス

南米出血熱  :ア レナウイルス属ガナリトウイルス、
サビアウイルス、
フエンウイルス、
マチュポウイルス

○ 本制度の施行 (平成 19年 6月 )以降、エボラ出血熱及び南米出血熱の病
原体として新たに確認された種があることから、これらについても病原体

管理の観点から一種病原体等として取り扱う必要があると考えられる。

○ このため、新たに確認されたエボラ出血熱及び南米出血熱の病原体につ

いて、法令上に位置づけることの必要性について確認いただく。

・エボラ出血熱の病原体
エボラウイルス属ブンディブギョ エボラウイルス (Bundibugyo Ebola

Virus)

・南米出血熱の病原体
アレナウイルス属チャパレウイルス (Chapare virus)

-1-



感染症法の対象となる感染症
(参考資料)

Ｉ
Ｎ
Ｉ

感 染 症 類 型 感 染 症 名 等

1類 感 染 症 法  エボラ出血熱,ク リミア・コンゴ出血熱,痘 そう,南米出血熱,ペ ス ト,マールブルグ,ラ ッサ熱

2類 感染症 法 急性灰白髄炎,ジ フテリア,重症急性呼吸器症候群 (SARSコ ロナウイルスに限る),結核,鳥 インフルエン
ザ (病 原体がインフルエンザウイルスA属 インフルエンザAウ イルスであってその血清亜型がH5Nl
であるものに限る。以下「鳥インフルエンザ (H5Nl)」 という。)

3類 感 染 症 法  腸管出血性大腸菌感染症 ,コ レラ,細 菌性赤痢,腸チフス,パ ラチフス

4類 感 染 症 法
 5習 慣告 今号リケ 識 f熱

,狂犬庶 炭造,鳥 インフルエンザ 鴨 インフルエンザ (H5Nl)を 除く。),ボツ

政令 ウエ

饉 鵜 乳 諸 甜 島 臥 :麗島 梅 γ l攪 岬 毀 ぷ 斯 鶏 鑽
'ニ

マ銘 じ兵ご錯
'

日本紅斑熱,日 本脳炎,ハ ンタウイルス肺症候群,Bウ イルス病,鼻疸,ブルセラ症,ベネズエラウマ脳炎,ヘ ンドラウ

`荘

み景帝ゴ三雷柱豊桑
フス'ライム病,リ ッサウイルス感染症,リ フトパレー熱,類鼻疸,レジオネラ症,レプトスピ

5類 感 染 症 法 インフルエンザ (鳥 インフルエンザ及び新型インフルエンザ等感染症を除く。),ウ イルス性肝炎 (E型肝炎及び
A型肝炎を除く。),ク リプトスポリジウム症,後天性免疫不全症候群,性器クラミジア感染症,梅毒,麻 しん,メ チ
シリン耐性黄色ブドウ球菌感染症

アメーバ赤痢,RSウイルス感染症,咽頭結膜熱,A群溶血性レンサ球菌咽頭炎,感染性胃腸炎,急性出血性結膜炎 ,

急性脳炎 (ウ エス トナイル脳炎、西部ウマ脳炎、ダニ媒介脳炎、東部ウマ脳炎、日本脳炎、ベネズエラウマ脳炎
及びリフ トパレー熱を除く。),ク ラミジア肺炎 (オ虜ム病を除く。),ク ロイツフェル ト・ヤコブ病,劇症型溶血
性レンサ球菌感染症,細菌性髄膜炎,ジアルジア症,水痕,髄膜炎菌性髄膜炎,性器ヘルペスウイルス感染症,尖圭コ
ンジローマ,先天性風しん症候群,手足口病,伝染性紅斑,突発性発しん,破傷風,バ ンコマイシン耐性黄色ブドウ球
菌感染症,バ ンコマイシン耐性腸球菌感染症,肩 日咳,風 しん,ぺニシリン耐性肺炎球菌感染病んヘルパンギーナ,マ

イコプラズマ肺炎,無菌性髄膜炎,薬剤耐性緑膿菌感染症,流行性角結膜炎,流行性耳下腺炎,淋菌感染症

省 令

指 定 感 染 症 (該 当なし)

新 感 染 症 (該 当な し)

新型インフル
エ ン ザ 等
感  染 症

法  新型インフルエンザ,再興型インフルエンザ

1          `
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《二種病原体等》
施設数 :88

0SARSコ ロナウイルス
O炭疸菌
O野兎病菌
0ペスト菌
Oボツリヌス菌
○ボツリヌス毒素

(以上 6)

L_________― ― “
』

[所持等の許可〕 〔所持等の届出〕
《三種病原体等》
施設数 :141

0Q熱コクシエラ、O狂犬病ウイルス

O多剤耐性結核菌

0コ クシジオイデス真菌、Oサル直ウイ
ルス、O腎症候性出血熱ウイルス、
O西部ウマ脳炎ウイルス、0ダニ媒介脳
炎ウイルス、0オムスク出血熱ウイルス
0キャサヌル森林病ウイルス、O東部ウ
マ脳炎ウイルス、O二′くウイルス

0日本紅斑熱リケッチア
0発 しんチフスリケッチア
0ハンタウイルス肺症候群ウイルス
OBウイルス.O鼻疸菌、Oブルセラ属
菌、Oベネズエラウマ脳炎ウイルス
0ヘンドラウイルス
0リ フトパレーウイルス、O類鼻疸菌
0ロ ッキー山紅班熟リケッチア

"D

1 0病原体等の種類等について厚生労働
1 大臣へ事後届出(7日 以内)
:     _____.1. ′ ,・  ^― ヽi O運搬の届出(公安委)

|十デ||
‐

| ‐ 11

:

1

1

:

0日又は政令で定める
法人のみ所持(施設を
特定):輸入t譲渡し
及び餞受けが可能
0運搬の届出(公安委)

0発散行為の処罰

0試験研究等の目的
で厚生労働大臣の許
可を受けた場合に、所
持、輸入、譲渡し及び
譲受けが可能
0運搬の届出(公安
委)

Ｉ
ω
‥

国が所持を把握 病原体等の適正管理について

0病 原 体 等 に応 じた施 設 基 準、保 管、使 用、運 搬、減 菌 等 の 基 準 (厚 生 労 働 省 令)の 連 守
0厚 生 労 働 大 臣 等 に よる報 告 徴 収、立 入 検 査
0厚 生 労 働 大 臣 による改 善 命 令

(注)施設数はこ平成22年7月 9日現在

十 十 十

〔基準の連守〕
《四種病原体等》

0イ ンフルエンザウイルス02N2、

H5Nl、 l17N7で新型インフルエン
ザ等感染症の病原体を除く)

0新型インフルエンザ等感染症の
病原体

0貴熱ウイルス

0ク リプトスポリジウム
0結核菌 (多剤耐性結核菌を除

く。)

0コ レラ菌
0志賀毒素
0赤痛菌属
0チフス菌
0腸管出血性大腸菌
0パラチフスA菌
0ポ リオウイルス

「巨摯星蛭望]―-1
0ウエストナイルウイルス

|

::重を,`爺Iア   |

(以上17)



審議する病原体等について

○エボラウイルス属プンディブギョエボラウイルス

〔Bundibugyo Ebola Virus〕

・2007年 (平成 19年)11月 、ウガンダ保健省がウガンダ西部のブンディブ

ギョ (Bundibugyo)地域でエボラ出血熱が発生したことを確認した。

・本事例は、初期の野外調査において、2007年 (平成 19年)9月 から始まっ

たと考えられ、2008年 (平成 20年)2月 に終虐、した旨がウガンダ保健省から

表明された。

・本事例では、149名 の感染者が確認され、37名 が死亡した (死亡率約 25%。
米国CDCが実施したウイルス分析において、原因ウイルスは、3種のア

フリカエボラウイルス (ザイール、スーダン、アイボリーコースト)と は

異なる新種のエボラウイルスであると考えられた。

・WHOの ファクトシー トにおいても、エボラウイルスは、ブンディブギョエ

ボラウイルスを含む 5種からなるとされている。

○アレナウイルス属チャパレウイルス

〔Chapare virus〕

・南米のボリビア共和国における小規模の出血熱の発生事例 (2003年 (平成
15年)12月 ～2004年 1月 )において、1名 の死亡患者の検体 (血清)が残

存していた。それを用いて分離したウイルスの遺伝子を解析 したところ、

南米出血熱 (フ ニン、マチュポ、ガナリト、サビア)と 同じクレー ド (ク

レー ドB)の新種のアレナウイルスであり、チャパレウイルスと名付ける

との提案をした論文が 2008年 (平成 20年)に掲載された。

・米国では、2009年 8月 、「特別物質・毒素の保有・使用・移動暫定最終規

則 (42CFR Part 73)に チャパ レウイルスを追加するための提案が行われ

たところ。
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一種病原体等の定義 (感染症法)

(定義)

第六条 この法律において 「感染症」とは、一類感染症、二類感染症、三類
感染症、四類感染症、五類感染症、新型インフルエンザ等感染症、指定感

染症及び新感染症をいう。
2～19(略 )

20 この法律において「一種病原体等」とは、次に掲げる病原体等 (薬事法

(昭和 35年法律第 145号 第 14条第 1項の規定による承認を受けた医薬品
に含有されるものその他これに準ずる病原体等 (以下「医薬品等」という。)

であつて、人を発病させるおそれがほとんどないものとして厚生労働大臣が

指定するものを除く。)をいう。
一 アレナウイルス属ガナリトウイルス、サビアウイルス、フニンウイル

ス、マチュポウイルス及びラッサウイルス

ニ エボラウイルス属アイボリーコース トエボラウイルス、ザイールウイ
ルス、スーダンエボラウイルス及びレス トンエボラウイルス

ニ オルソポックスゥィルス属バ リオラウイルス (別名痘そうウイルス)

四 ナイロウイルス属クリミア・コンゴヘモラジックフィーバーゥィルス

(別名クリミア・コンゴ出血熱ウイルス)

五 マールブルグウイルス属レイクビク トリアマールブルグウイルス

六 前各号に掲げるもののほか、前各号に掲げるものと同程度に病原性を

有し、国民の生命及び健康に極めて重大な影響を与えるおそれがある病

原体等として政令で定めるもの
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感染症部会「エイズ・性感染症ワーキンググループ」における

「特定感染症予防指針」の検討について (案 )

1 検討の背景

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 11条に基づき、

後天性免疫不全症候群、性感染症については、特に総合的に予防のための施策を

推進する必要があるものとして、特定感染症予防指針が定められている。

特定感染症予防指針については、いずれも少なくとも 5年毎に再検討を加える

こととされているが、後天性免疫不全症候群については平成 18年 3月 に、性感

染症については平成 18年 11月 に改正されており、再検討の時期に当たつてい

る。

2 検討の進め方

(1)「エイズ・性感染症ワーキンググループ」を設置 し、後天性免疫不全症候

群及び性感染症の発生動向、若年者の行動様式の変化等を踏まえ、再検討を行

う。

(2)検討結果は、本ワーキンググループより感染症部会に報告 し、改正を要す

る際には本部会に諮問する。

3 ワーキンググループメンバー

エイズ及び性感染症について、最近の動向を踏まえて、総合的な検討を要する

ことから、感染症部会の既任命委員に加え、当該分野の専門家から選任すること

とする。
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(参考資料 )

後天性免疫不全症候群に関する感染症予防指針
(エイズ予防指針)について

0エイズ予防指針の概要

平成18年4月 1日 に施行された「エイズ予防指針」(厚生労働省告示第89号 )では、発生の予防及びまん延
の防止を図るため、日、地方公共団体、医療関係者及びNGO等が連携して、

日正しい知識の普及啓発及び教育
・ 保健所等における検査・相談体制の充実
・ 人権を尊重した良質かつ適切な医療の提供

を行うこととしている。

なお、エイズ予防指針は、少なくとも5年ごとに再検討を加えることになつている。現在のエイズ予防指針は
平成18年4月 施行であり、次の見直しを平成22年度中に行う必要がある。

0エイズ予防指針の内容

〉

《国が中心となる施策 :新たな手法の開発》
・ 外来チーム医療の定着
・ 病診連携のあり方の検討→エイズ医療提供病診連携モデル事業の創設

《地方自治体が中心となる施策 :都道府県内における総合的な診療体制の

確保》
・ 中核拠点病院の整備を始めとした都道府県内における医療体制の確保

《国が中心となる施策 :一般的な普及啓発》
・ HIV/エイズに係る基本的な情報・正しい知識の提供
・ 普及啓発手法の開発、普及啓発手法マニュアル作成

《地方自治体が中心となる施策 :個別施策層に対する普及啓発》
・ 青少年、同性愛者への対応
・ 青少年エイズ対策事業/同性愛者等予防啓発事業

《国が中心となる施策 :検査相談に関する情報提供》
・ HI∨検査普及週間 (毎年6/1～ 7)の創設
口検査相談に係る情報提供体制の再構築
口検査手法の開発、検査相談手法マニュアル作成

《地方自治体が中心となる施策 :検査口相談体制の充実強化》
口利便性の高い検査体制の構築 (平 日夜間・休日・迅速検査等)

・ 年間検査計画の策定と検査相談の実施

○ 普及啓発等施策の実施におけるNGO等との連携強化

○ 関係省庁間連絡会議の定期的な開催による総合的なエイズ対策の推進

○ 政策評価を踏まえた都道府県等に対する重点支援
→感染者・患者数の多い都道府県等(17地方公共団体)への重点的な連携



(参考資料)

性感染症に関する特定感染症予防指針の概要

1 位置づけ

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (以下「感染症法」という)

が施行されたことに伴い、性病予防法が廃止され、平成 11年 4月 から感染症法に基づ

く対策となった。

感染症においては、特に総合的に予防のための施策を推進する必要がある感染症に対

しては、原因の究明、発生の予防及びまん延の防止、医療の提供、研究開発の推進、国

際的な連携その他当該感染症に応じた予防の総合的な推進を図るための指針を策定する

ことが規定されている。(感染症法第 11条)

感染症のうち、特に総合的に予防のための施策を推進する必要があるものとして省令

で定められた、性器クラミジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭コンジロー

マ、梅毒については、性感染症に関する特定感染症予防指針を作成し、原因の究明、発

生の予防及びまん延の防止等に係る総合的な対策を示している。

2 主な内容

(1)原因の究明

○ 性器クラミジア感染症、性器ヘルペスウイルス感染症、尖圭コンジローマ及び淋菌

感染症の発生動向調査の充実  等

(2)発生の予防及びまん延の防止

○ 性感染症の予防に対する確実かつ基本的な効果を有するコンドームの効果につい

ての普及啓発

○ 保健所における性感染症の検査の機会確保

○ 若年層に対する性感染症から自分の身体を守るための正確の情報提供  等

(3)医療の提供

○ 診断や治療に関する最新の方法に関する情報の迅速な普及   等

(4)研究開発の推進

○ 病態の解明に基づく検査や治療に関する研究、発生動向に関する疫学研究、行動

様式に関する社会面と医学面における研究等の総合的な推進   等

(5)国際的な連携

(6)関係機関等との連携の強化等

○ 厚生労働省、内閣府、文部科学省等における普及啓発の連携、民間団体を含めた関

係団体等との中冨広い連携における施策の推進   等
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政策体系番号 :I-5-1

平成 22年度 実績言平{面書 平 成 2/年度の実績の渤

磁稼笏″攪空・     を図るご御 だつク
'で

平成22年 8月

健康局結核感染症課 (亀井美登里課長)[主担当]

健康局疾病対策課肝炎対策室

“

白野蕎彦室長)[肝炎関連]

1. 政策体系上の位置付け

厚生労働省では、基本目標>施策大目標 >施策中目標>施策小日標を設定して政策を実施してい

ます。本施策は施策中目標に当たり、政策の体系上の位置付けは次のとお りです。

【政策体系 (図 )】

【政策体系 (文章)】

基本目標 I ttlb・ 信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

施策大目標5 感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止するとともに、感染者等に必

要な医療等を確保すること

施策中目標1 感染症の発生 0まん延の防止を図ること

基本日標I 安心 ,信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること
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施策中目標

1 感染症の発生‐|まん延の防上を図ることについて

2 治療方法が確立していない特殊の疾病等の予防・治療等を充実させること

3 適正な移植医療を推進すること

4 原子爆弾被爆者等を援護すること



政策体系番号 :I-5-1

(関連施策)

「 I-8-1」 は、感染症対策という点で、本施策と関連 しています。

「 I-12-1」 は、危機管理という点で、本施策と関連 しています。

(予算書との関係 )

本施策は、予算書の以下の項目に対応 しています。

(組織)厚生労働本省

(項 )感染症対策費 :感染症予防事業等に必要な経費 (一部 )

結核に関する試験研究に必要な経費 (一部 )

感染症の発生・まん延防止に必要な経費 (一部 )

(項 )保健衛生施設整備費 :保健衛生施設等施設整備に必要な経費 (一部 )

(組織)検疫所

(項 )検疫所業務等実施費 :検疫業務等に必要な経費

2. 施策の概要

本施策は、次の施策小日標を柱に実施しています。主な事務事業等や設定している指標・目標値

は別図 (政策体系)を参照下さい。また、本施策の実現のために投入している資源は次のとおりで

す。

(施策小目標 )

(施策小日標 1)感染症対策の充実を図ること

(施策小日標 2)新型インフルエンザ対策を推進すること

(施策小日標 3)肝炎対策を推進すること

(予算)

H18 H19 H20 H21※評価対象年度 H22

予算額

(決算額)(百万円)

66,316の 一部

(33,173の 一

部 )

93,049の

一部

(57,681の

一部)

31,455の

一部
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3. 施策を取り巻 <環境 一 評価の前提

(1)施策の枠組み (根拠法令、政府決定、関連計画等)

○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (平成10年 10月 2日法律第 114号 )

により、

・「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関し必要な措置を定めることにより、感染

症の発生を予防し、及びそのまん延の防止を図り、もつて公衆衛生の向上及び増進を図るこ

と」が目的とされており、

・感染症指定医療機関への入院措置など、感染症の予防・医療のために、各種措置を取ること

ができる、

こととされています。

○予防接種法 (昭和 23年 6月 30日 法律第 68号)により、

・「伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するため、予防接種を行い、公衆衛生の

向上及び増進に寄与するとともに、予防接種による健康被害の迅速な救済を図ること」が目

的とされており、

・予防接種を行うこととなっている疾病については、定期予防接種又は臨時予防接種を行うこ

ととされています。また、予防接種による健康被害についてその救済措置を行うこととされ

ています。

○新型インフルエンザ対策のため、政府として、

・「新型インフルエンザ対策行動計画」 (新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する

関係省庁対策会議/平成 21年 2月 改定 )

・「新型インフルエンザ対策ガイ ドライン」 (新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関

する関係省庁対策会議/平成 21年 2月 17日 策定 )

を策定 し、新型インフルエンザ発生時に備えた事前準備を講 じるとともに、発生時に迅速か

つ確実に対策を講じることとしています。

○肝炎対策の推進については、「肝炎対策基本法」 (平成 21年 12月 4日法律第 97号)が平成

22年 1月 1日 から施行されています。

・同法第 3条において、

3
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国は、「肝炎対策を総合的に策定 し、及び実施する責務を有する。」とされています。

・平成 22年度以降、同法第 9条に基づき、

厚生労働大臣は、「肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基本的

な指針を策定」する予定です。

・本指針の策定に当たつては、同法第 9条、第 19条及び第 20条により、あらか じめ「肝炎患

者等及びその家族又は遺族を代表する者、肝炎医療に従事する者並びに学識経験のある者」か

ら構成される「肝炎対策推進協議会の意見を聴 くもの」とされています。

(平成 22年 6月 から、同協議会を開催 し、本指針の策定について、意見を聴取 しています。)

(2)現状分析 (施策の必要性 )

○適正な結核医療を確保するための医療費公費負担制度 (入院及び通院)、 保健師などが結核患

者の月艮薬状況を確かめる直接服薬確認療法事業などは、結核の感染拡大・再発の防止や多剤耐

性結核菌の発生防止に非常に有効であり、必要な対策です。

○平成 21年 4月 に発生 した新型インフルエンザ (A/HlNl)の対策に当たっては、

・海外発生当初は、致死率が高い、または不明という情報であつたことから、政府として取 り

まとめられた「基本的対処方針」 (平成 21年 4月 28日策定)に沿って、厚生労働省では、

「新型インフルエンザ対策行動計画」及び「新型インフルエンザ対策ガイ ドライン」に基づ

き対処。

05月 22日 の「基本的対処方針」改定をもつて、「新型インフルエンザ対策ガイ ドライン」

のそのままの適用をやめ、地域の実情などに応 じた柔軟な対応を取ることとしました。また、

同日「医療の確保、検疫、学校 `保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針」を策定。

・ 8月 19日 に厚生労働大臣メッセージを発表 し、また、同月 28日 に「新型インフルエンザ患

者数の増加に向けた医療提供体制の確保等について」 (平成 21年 8月 28日厚生労働省新型

インフルエンザ対策推進本部事務連絡)を発出。本格的な流行シーズン入 りに備えて、都道

府県等を通 じて医療提供体制の整備等を依頼。

・ 10月 1日 にはワクチンの接種等に関する基本的な考え方を示 した「新型インフルエンザ

(A/HlNl)ワ クチン接種の基本方針」を策定 し、同月 19日 より、国を実施主体としたワ

クチン接種事業を開始。

○厚生労働大臣が行 う新型インフルエンザ予防接種による健康被害の迅速な救済を図るととも

に、必要な海外生産分の輸入を行うため副作用被害等に関する企業への国の損失補償を行 うた

めに、平成 21年 12月 4日 に「新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する

特別措置法」を制定。

○さらに、今回の「新型インフルエンザ (A/HlNュ )」 及びこれと同等の新たな新型インフルエ

ンザに対する予防接種を法律に位置付け、健康被害救済水準を引き上げるため、予防接種法等

改正法案を第 174回通常国会に提出しましたが、次期国会への継続審査となりました。なお、

4
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当該法案が成立するまでの間においては、現行の新型インフルエンザ (A/HlNl)ワ クチン接

種事業を継続する予定。

○今後、予防接種の目的や基本的な考え方、対象疾病の範囲、評価・検討組織、関係者の役割分

担、費用負担等について抜本的な見直 しの議論が必要であり、現在、厚生科学審議会感染症分

科会予防接種部会において有識者からのヒアリング等を進めているところです。

○平成 21年 4月 に発生 した新型インフルエンザ (A/HlNl)に対 して厚生労働省が講 じてきた

対策の総括を行い、今後の新型インフルエンザ (A/HlNl)の再流行時の対応及び鳥インフル

エンザ (H5Nl)発生時の対策の見直 しに活かすため、「新型インフルエンザ (A/HlNl)対

策総括会議」を、平成 22年 3月 に設置 し、6月 10日 に報告書が取 りまとめられたところです。

今後は、総括会議の提言等を踏まえ、行動計画やガイ ドライン等の見直しに取 り組むこととな

ります。

○肝炎対策の推進について

B型・ C型ウイルス性肝炎 (以下、「肝炎」)は、国内最大級の慢性感染症であり、その対

策は国民的課題です。

肝炎は自覚症状が現れにくいため、肝炎ウイルスに感染していることに気がつかないまま、

肝硬変・肝がん等の重い病気に進行 してしまう方が多いのが現状です。しかしながら、早期に

適切な治療を実施すれば、肝炎の治癒あるいは肝がん等への進行を遅 らせることが可能です。

このため、国民の健康保持の観点から、B型・ C型肝炎ウイルスの感染を早期に発見 し、早期

かつ適切な治療を推進することが非常に重要です。

(3)施策実施上の留意事項 (総務省、会計検査院等による指摘 )

特になし
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4. 評価と今後の方向性

指標・ 目標値の動き等をもとに、本施策を評価 し、今後の方向性をまとめました。施策小日標ご

との詳細な評価は、 5。 を参照下さい。

(指標 。目標値 )

指標と目標値 (達成水準/達成時期)|
アウトカム指標

I H17 1 H18 1 H19 1 H20 1 H21
予防接種の接種率 (・ 麻疹・風

疹 )

(単位 :%)(おおむね95%

/毎年度 )

麻 しん

風 しん

97.8%

143.6%

87.0%

89。 3%

94.5%

94.8%

86.9%

86.9%

集計中

集計中

達成率

麻しん

風しん

102.9% 91.6% 99.5% 91.5% 集計中

151.60/0 94.00/0 99.8% 91.5% 集計中

2 結核患者の罹患率の推移 (単

位 :人 )(人口 10万人対比 18

人以下/平成 22年度)

22.2 20.6 19。 8 19。 4 19.0

達成率 一% 一% ― % ―% 一%

【調査名・資料出所、備考等】

指標 1は、健康局結核感染症課調べ。平成 21年度の数値は平成 23年 6月 頃公表予定。

※麻しん、風しんについては、平成 18年度より従来の接種 (1期 (生後 12月 から生後 24月 に

至るまでの間にある者))に加えて、2期 (5歳以上 7歳未満の者であつて、小学校就学の始期

に達する日の 1年前の日から当該始期に達する日の前日までの間)を追加し、平成 20年度より

3期 (13歳 となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある者)及び 4期 (18

歳となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある者)を追加。

指標 2は、「結核登録者情報調査年報集計結果」による。

アウトプット指標

H17 1 H18 1 H19 丁
~■

26 1 H21
3 抗インフルエンザウイルス薬

の備蓄 (単位 :万人分)(国民

の 45%相 当量/平成 23年度

750 1, 410 2,535 3,217 5,595
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末、かつ、前年度以上/平成

20年度 )

達成率 25。 4% 47.80/0 50.4% 71.80/0 111.9%

【調査名・資料出所、備考等】

指標 3は健康局結核感染症課調べ。

α発影形〃声 亀効 性の評鰐

○予防接種の接種機会を安定的に確保するとともに、社会全体 として高い接種率を維持すること

により、国民全体の免疫水準を維持することが可能とな り、感染症の発生及び蔓延の防止に有

効です。

○抗インフルエンザウイルス薬を備蓄しておくことで、新型インフルエンザ発生時に患者等への

迅速な投与が可能となり、有効です。

○結核医療費の公費負担制度は、結核の予防及び結核患者に対する適正な医療の確保だけでなく、

感染拡大の防止にも有効です。また、結核の直接服薬確認療法事業等を実施することで、結核

患者の治療を確実に行うことができるとともに、多剤耐性結核菌の発生を防ぐこともできるの

で、有効です。

(効率性の評価 )

○予防接種率を向上させることにより、感染症の罹患者を減少させることができるため、国民の

健康を確保する手段 として効率的です。

○新型インフルエンザの患者等に対 し迅速に抗インフルエンザ薬の投与を行 うことは、患者の重

症化を防止する上で効率的とされています。

○結核医療費の公費負担制度により、結核の確実な治療や感染拡大の防止を図ることが可能であ

り、効率的な手段です。また、結核の直接服薬確認療法事業等を実施することで、結核患者の

早期治療につながり、効率的な手段です。

(今後の方向性 )

○予防接種は、感染症を予防する手段として極めて重要であり、一定の感染症について、引き続

き予防接種を受けられる機会の確保を図る必要があります。また、これまでの予防接種法に基

づく一類定期接種に係る予防接種率は、高水準で維持されており、接種は適正に実施されてい

ると評価できます。今後は、感染症のまん延のさらなる防止のため、引き続き積極的に接種を

推進し、感染者の発生を抑制していく必要があります。

○国備蓄分の抗インフルエンザウイルス薬については、平成 21年度末で目標量に到達したとこ

ろですが、今般の新型インフルエンザ (A/HlNl)の 発生では、十代の若年層の罹患者が多かつ



政策体系番号 :I-5-1

たことや、今後のタミフル耐性ウイルスの発生に備えるため、リレンザの追加備蓄や新規の抗

インフルエンザウイルス薬の備蓄についての検討が必要です。

○平成 19年 4月 に感染症法が改正され、結核についても感染症法の中で対策が推進されることと

な り、入院の勧告手続きについて、人権を尊重 しつつ、より的確に入院手続きを実施すること

が可能 となつたほか、同法に基づく結核医療費の公費負担、積極的疫学調査、直接服薬確認療

法事業等を実施することが可能となつてお り、これらの施策を引き続き実施 していきます。

5。 評価と今後の方向性 (施策小日標ごと)

施策小目標ごとの評価 と今後の方向性は次のとお りです。指標・ 目標値の動きは別図を参照下さ

い。また、個別の事業ごとの評価は別表を参照下さい。指標の出典等は 9.参考を参照下さい。

(1)施 策小日標 1「感染症対策の充実を図ること」関係

(指本票。目標値 )

指標と目標値 (達成水準/達成時期 )

アウ トカム指標

H17   1   H18   1   H19   1   H20   1   H21

1 予防接種の接種率 (麻疹・風疹 )

(単位 :%)(おおむね 95%

/毎年度 )

※施策中目標に係る指標 1と 同じ。

麻 しん

風 しん

97.8% 87.0% 94.5% 86.9% 集計中

143.6% 89。 3% 94.8% 86.9% 集計中

達成率

麻 しん

風しん

102.9% 91.60/0 99.5% 91.5% 集計中

151.60/0 94.00/0 99.8% 91.5% 集計中

2 結核患者 の罹患率の推移 (単

位 :人 )(人口 10万人対比 18人

以下/平成 22年度)

※施策中目標に係る指標2と 同じ。

22.2 20.6 19.8 19。 4 19.0

達成率 ―% ―% ―% 一% ―%

3 感染症指定医療機関充足率

(おおむね loo%/毎年度)

79.4% 82.7%
.84.2%

86.8% 集計中

達成率 79。 4% 82。 7% 84.2% 86.8% 集計中
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4 感染症発生動向調査に係る定点 96。 22%

医療機関の全国充足率

(おおむね 100%/毎年度 )

92.78% 96.56% 97.78% 98.64%

達成率 96.22% 92.78% 96.56% 97.78% 98.64%

【調査名・資料出所、備考等】

指標 1は、健康局結核感染症課調べ。平成 21年度の数値は現在集計中。

※麻 しん、風しんについては、平成 18年度より従来の接種 (1期 (生後 12月 から生後 24月 に

至るまでの間にある者))に加えて、2期 (5歳以上 7歳未満の者であつて、小学校就学の始

期に達する日の 1年前の日から当該始期に達する日の前日までの間)を追加 し、平成 20年度

より3期 (13歳 となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある者)及び 4

期 (18歳 となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある者)を追加.

指標 2は、「結核登録者情報調査年報集計結果」による。

指標 3及び 4は健康局結核感染症課調べ。

※ 感染症指定医療機関充足率 :全国の第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関

の指定数÷通知 (感染症指定医療機関の指定について (平成 11年 3月 19日付け健医発第 457号 ))

に示した配置基準に基づいた数値

(事務事業等の概要 )

○予防接種法に基づいて実施された定期予防接種の接種率を調査し、個々の疾病に対する接種の

実施状況を明らかにすることにより、高い接種率を維持するために必要な接種体制の構築を行

います。

○結核医療費の公費負担制度は、結核の予防及び結核患者に対する適正な医療の確保のために実

施するものであり、これにより確実な治療や感染拡大の防止が可能となっています。

なお、平成 19年 3月 に結核予防法を廃止し、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律に統合したところであり、これまでの結核患者の早期発見等のための対策に加えて、

保健師などが結核患者の服薬状況を確かめる直接服薬確認療法事業の推進により、再発防止や

多剤耐性結核菌の発生防止といった対策が可能となっています。

○感染症指定医療機関は、感染症の患者を入院させ、かつ、感染症法に基づく公費負担医療を担

当する医療機関であり、特定感染症指定医療機関については厚生労働大臣が、第一種及び第二

種感染症指定医療機関については都道府県知事が、それぞれ指定します。

○感染症の発生状況等を全国規模で調査するとともに、個々の疾病について国民の免疫保有状況

の現況把握及び病原体の検索等の調査・評価解析を実施して感染症の流行を予測 し、さらには

感染症を媒介させるおそれのある動物等の輸入の状況を把握するなどして、これらの情報を全

国規模のオンラインシステムにより迅速に収集・分析・還元することにより、有効かつ的確な

感染予防対策の構築を図 ります。

9
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(評価と今後の方向性)

○予防接種は、感染症を予防する手段として極めて重要であり、一定の感染症について、引き続

き予防接種を受けられる機会の確保を図る必要があります。また、これまでの一類定期接種に

係る予防接種率は、高水準で維持されており、接種は適正に実施されていると評価できます。

今後は、感染症のまん延のさらなる防止のため、より積極的に接種を推進し、感染者の発生を

抑制していく必要があります。

○結核の罹患率は着実に減少しているところですが、平成 19年 4月 に感染症法が改正され、結核

についても感染症法の中で対策が推進されることとなり、入院の勧告手続きについて、人権を

尊重しつつ、より的確に入院手続きを実施することが可能となったほか、積極的疫学調査の実

施や直接服薬確認療法事業など、さらなる対策の推進が可能になっているところであり、これ

らを引き続き実施することで今後も罹患率を減少できるものと考えております。

○感染症指定医療機関充足率については、その設置基準を二次医療圏ごととしていることもあり、

二次医療圏の見直しにより基準となる配置基準に基づいた数値が変動していますが、着実に充

足率は上昇しています。引き続き、会議等の機会を通じ、都道府県等に必要な医療機関を確保

するよう依頼するとともに、設備補助等により施設を増加させるための取組を行う必要がある

と考えます。

○世界保健機関 (WHO)は、「我々は、今や地球規模で感染症による危機に瀕している。もは

やどの国も安全ではない。」との警告を発しており、我が国においても、普段から感染症の発

生及びまん延を防止していくことに重点を置いた事前対応型行政の構築が求められています。

患者の把握については、個々の発生例ではなく、定点医療機関からの報告による感染動向の

把握や、集団発生を探知し、対策につなげることに重点を置いた対策を講じることとしていま

す。

*各事業の詳細な評価は、別表を参照下さい。

(2)施策小日標 2「新型インフルエンザ対策を推進すること」関1系

(指標 。目標値 )

指標と目標値 (達成水準/達成時期 )

アウトカム指標

「
~責

17 1 H18 1 H19 1 H20~I H21
5 感染症指定医療機関充足率

(おおむね 100%/毎年度)

79.4% 82.7% 84.2% 86.8% 集計中

達成率 79。 4% 82。 7% 84。 2% 86.8% 集計中

【調査名・資料出所、備考等】

指標 5は健康局結核感染症課調べ。
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※ 感染症指定医療機関充足率 :全国の第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関

の指定数■通知 (感染症指定医療機関の指定について(平成 11年 3月 19日付け健医発第 457号 ))

に示した配置基準に基づいた数値

アウトプット指標

6 抗インフルエンザウイルス薬

の備蓄 (単位 :万人分)(国民

の 45%相 当量/平成 23年度

末、かつ、前年度以上/平成

20年度 )

※施策中目標に係る指標3と 同じ。

750 1, 410 2,535 3,271 5,595

達成率 25。 40/0 47.8% 50.4% 71.8% 111。 9%

【調査名 ,資料出所、備考等】

指標 6は健康局結核感染症課調べ。

(事務事業等の概要 )

○感染症指定医療機関は、感染症の患者を入院させ、かつ、感染症法に基づ く公費負担医療を担

当する医療機関であり、特定感染症指定医療機関については厚生労働大臣が、第一種及び第二

種感染症指定医療機関については都道府県知事が、それぞれ指定します。新型インフルエンザ

の発生時においては、少なくともその当初は、上記各感染症指定医療機関が、感染症法の規定

に基づき患者の医療を担当することとなっています。

○「新型インフルエンザ対策行動計画」に基づき、最新の医学的な知見、諸外国における抗イン

フルエンザウイルス薬の備蓄状況、抗インフルエンザウイルス薬の流通状況等を踏まえ、段階

的に抗インフルエンザウイルス薬の備蓄を進めています。新型インフルエンザの発生時に、全

国の患者の発生状況等を把握 し、抗インフルエンザウイルス薬が不足しないよう、都道府県に

対 し、国が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を通 じて放出し、適切な流通調整を確保

するため備蓄をする必要があります。

(評価と今後の方向性 )

○新型インフルエンザ患者の医療を担う感染症指定医療機関の充足については、その設置基準を

二次医療圏ごととしていることもあり、二次医療圏の見直しにより基準となる配置基準に基づ

いた数値が変動していますが、着実に充足率は上昇しています。引き続き、会議等の機会を通

じ、都道府県等に必要な医療機関を確保するよう依頼するとともに、設備補助等により施設を

11
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増加させるための取組を行 う必要があると考えます。

○抗インフルエンザウイルス薬については、平成 17年度より備蓄を開始 し、平成 20年度には

備蓄目標量を国民の 23%か ら45%分 に引き上げ、日標に向け備蓄を進めているところです。

国の備蓄分については、平成 21年度末にタミフル :3, 000万 人分、 リレンザ :300万

人分の備蓄が完了し、目標数量に達成 したところであり、適正に管理を行つているところです。

国備蓄分の抗インフルエンザウイルス薬については、平成 21年度末で日標量に到達 したとこ

ろですが、今般の新型インフルエンザ (A/HlNl)の発生では、十代の若年層の罹患者が多かつ

たことや、今後のタミフル耐性ウイルスの発生に備えるため、 リレンザの追加備蓄や新薬の備

蓄についての検討が必要です。

*各事業の詳細な評価は、別表を参照下さい。

(3)施策小目標 3「肝炎対策を推進すること」関係

(指 1票
。目標 {直 )

指標と目標値 (達成水準/達成時期 )

アウトプット指標

H17 T~童18 1 H19 1 H20 1 H21
7 肝疾患診療連携拠点病院の設

置数 (都道府県数 )

(47都道府県/平成 21年度 )

17 34 44

達成率 36.2% 72.3% 93.6%

8 肝疾患診療連携拠点病院等連

携協議会の開催数(1病院平均 )

(都道府県平均 2回/平成 22

年度 )

1.3 1.3 1。 4

達成率 100.0% 107.7%

9 肝疾患診療連携拠点病院肝疾

患相談センターにおける相談

件数 (前年度以上/毎年度)

678 7,187 11, 384

達成率 1, 060.0% 158.4%

【調査名・資料出所、備考等】
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指標 7～ 9:平成 22年 7月 30日時点健康局疾病対策課肝炎対策推進室調べ (なお、肝疾

患診療連携拠点病院の整備は、平成 19年度から開始したため、平成 18年度以前の実績値

はない。 )

(事務事業等の概要)

○厚生労働省は、平成 20年度から、新たに肝炎総合対策を実施しているところです。対策につ

いては、

・「肝炎ウイルスの感染を早期に発見し、早期かつ適切な治療を進めること」

・「肝炎に対する正しい知識の普及啓発により、新たな感染を予防し、感染者・患者の方々が

安心して暮らせる環境づくりを進めること」

を基本的な方向性としており、平成 21年度は、以下の 5つを柱とする取組を実施。

① 肝炎治療促進のための環境整備 (肝炎インターフェロン治療に対する医療費の助成)

・ B型及びC型肝炎は、インターフェロン治療により、肝硬変や肝がんといったより重篤

な疾病を予防したり、進行を遅らせることが可能です。しかしながら、これらの治療に

関する医療費については保険適用がされているものの、自己負担額が高額なものとなり

ます。

・そこで、早期かつ適切な治療を推進するため、厚生労働省は、肝炎インターフェロン治

療に係る経済的負担軽減を図る助成事業を行つています。 (実施主体は都道府県。国は

1/2を補助。 )

・ この医療費助成は、助成を受ける患者の世帯の所得 (市町村民税課税年額)に応じて、

月当たりの医療費を軽減するものです。

平成 21年度においては、新たな医学的知見等を踏まえ、早期かつ適切な治療の推進に

資するよう、下記 2点の措置を講じたところです。

1)一定条件の下、投与期間の延長を認める。

2)所得階層区分の認定に際し、世帯の生活実態を反映するよう例外的取扱いを認める。

※なお、平成22年度予算においては、肝炎対策基本法及び最新の医学的知見等を踏まえ、

自己負担限度月額の引下げ、B型肝炎の核酸アナログ製剤治療を助成対象医療に追加

する等の改善を行い、更に利用しやすい制度となるよう措置。

② 肝炎ウイルス検査の促進

・肝炎ウイルス検査体制の整備については、すべての都道府県、保健所設置市 、特別区 (計

136)において、利用者の利便性に配慮して、保健所又は委託を受けた医療機関において

無料で肝炎ウイルスの検査が行われているところです (平成 21年 6月調査)。
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・ また、肝炎ウイルス検査体制の整備 とともに、検査に関する受検勧奨にも取 り組んでい

るところです。「肝臓週間」 (毎年 5月 の第 4週)における様々な広報媒体を用いた集

中的な受検勧奨等を実施。

③ 肝疾患診療体制の整備、医師等に対する研修、相談体制整備などの患者支援等

・肝炎の治療に際しては、正確な病態の把握や治療方針の決定、インターフェロン治療に

伴う副作用を適切にコン トロールすることが重要であるため、仕事等と治療を両立 しや

すいよう、地域における肝疾患の専門医療機関と、かか りつけとして日常的な肝炎治療

を担当する医療機関の連携体制の構築が重要です。

・ このため、厚生労働省においては、各都道府県において指定される「肝疾患診療連携拠

点病院」を中心とした、地域の肝疾患診療ネットワークの整備を進めています。

・ また、「肝炎情報センター」を (独 )国立国際医療研究センターに設置し、拠点病院間

の情報共有支援や、拠点病院向けの研修等を実施するなど、肝炎医療の均てん化及び水

準の向上のための取組を進めています。

④ 国民に対する正しい知識の普及と理解

・肝炎は、多くの方が罹患・感染している身近な病気であるため、国民の皆様に肝炎に関

する正しい知識を知つていただき、肝炎という病気を正しくご理解いただくことが、肝

炎ウイルスの新たな感染を予防するためにも、また患者や感染者の方が安心して暮 らせ

る環境づくりのためにも重要です。

・ このため、厚生労働省及び肝炎情報センターのホームページや、分かりやすいパンフレ

ット等を用いた、正 しい知識の普及啓発に努めているところです。

⑤ 研究の推進

・厚生労働省においては、2008(平成 20)年 6月 に、国内の肝疾患の専門家により取 りま

とめられた「肝炎研究 7カ年戦略」に沿って研究課題を設定 し、新たな肝炎治療法・治療

薬の開発等、基礎から臨床まで幅広 く研究を推進しています。

(評価と今後の力向性)

○ 事務事業の評価に関しては、平成 20年度から新たに実施している肝炎総合対策も2年目で

あり、主な事業の実施主体である都道府県等の地方自治体において、肝炎医療費助成制度や

肝炎ウイルス検査の無料実施体制、肝疾患診療連携拠点病院を中心とした地域の肝疾患診療

体制の整備といつた、早期発見・早期かつ適切な治療の推進のための制度面での対応につい

ては、着実に進展しています。

(平成 21年度において、全都道府県が、肝炎医療費助成事業及び肝炎ウイルス無料検査を実

施。平成 21年度末現在で 44道府県が肝疾患診療連携拠点病院を指定済み。 )
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0 平成 22年度においては、引き続き、自治体に対 し、肝炎ウイルス無料検査実施体制の充実

(委託医療機関での実施、委託医療機関数の増加等)及び未指定都県に対する肝疾患診療連

携拠点病院の早期指定について、個別重点的な働き掛けを行います。

○ 一方で、諸制度を実際に、国民の皆様に活用いただくためには、

・国民おひとりおひとりが、肝炎という病気についての認識を深め、早期発見・早期かつ適

切な治療が重要であると認識いただくための広報・普及啓発活動

・国・都道府県等において措置されている肝炎に係る諸制度についての周知

が不可欠です。

○ なお、肝炎対策について、定量的に課題を把握 し、評価を実施するための適切な指標が存

在 しないため、政策の効果や課題等が定量的に把握できていないところです。

このため、今後、適正かつ効率的・効果的な肝炎対策の立案・実施に向け、肝炎感染者・

患者数やそのうちの自覚者数、自党の端緒となった検査機会、適切な治療を受けている者の

数、適切な治療を受けていない場合の具体的理由等を、詳細に定量的に把握することについ

て、検討を進める必要があります。

○ 肝炎対策の推進に係る今後の方向性については、

・平成 22年 1月 から施行された「肝炎対策基本法」 (平成 21年法律第 97号)により、厚生

労働大臣は、肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎対策の推進に関する基本的な指針

を策定することとされており、策定後は、基本指針に基づき、肝炎対策を推進 していくこ

ととな ります。

・同法において、基本指針の策定に当たつては、あらかじめ「肝炎患者等及びその家族又は

遺族を代表する者、肝炎医療に従事する者並びに学識経験のある者」から構成される「肝

炎対策推進協議会の意見を聴 くもの」とされています。

・平成 22年 6月 から同協議会を開催 し、基本指針の策定について意見を聴取 しているところ

であ り、協議会意見を踏まえて基本指針を策定する予定。
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6.施策の随B寺の見直し 一 現状把握の取組

厚生労働省では、施策の随時の見直しや将来の企画立案に活かすべく、現状把握の取組を行つて

おり、そのうち主なものは以下のとおりです。

月 件名 内容 その後の対応

５

月

○新型インフル

エンザ (A/HlNl)

対策総括会議

○厚生科学審議

会感染症分科会

結核部会

医療体制 (12日 )

ワクチン (19日 )

総括① (28日 )

第 17回 (25日 )

指摘を踏まえ、再流行時の

対応及び、鳥インフルエン

ザ (H5Nl)発生時の対策の

見直しに活かします

結核部会での議論を踏ま

え、結核に関する特定感染

症予防指針の見直しに活

かします

６

月

新型インフルエ

ンザは/HlN⇒ 対

策総括会議

厚生科学審議会

感染症分科会予

防接種部会

厚生科学審議会

感染症分科会結

核部会

肝炎対策推進協

議会

総括② (8日 )

第 9回 (16日 )、 第 10回 (23日 )

第 18回 (30日 )

第 1回 (17日 ) 肝炎対策基本指針策定に

当たりt肝炎対策推進協議

会の意見を聴取する。

７

月

厚生科学審議会

感染症分科会予

防接種部会

第11回 (7日 )

８

月

厚生科学審議会

感染症分科会結

核部会 第 19回 (6日 )

16
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厚生科学審議会

感染症分科会予

防接種部会

肝炎対策推進協

議会

第 13回 (27日 )

第 2回 (2日 )、 第 3回 (26日 )

随

時

厚生労働省に寄

せられた「国民の

皆様の声」の分析

対応状況を、毎週記者に発表し、

Pに掲載している。

||

7.評価結果の政策への反映の方向性

(1)予算について

以下の□ で囲んだ方向で検討します。

・廃止

・見直 しの上 (増額     減額 )

・見直 しをせず、現状維持

(2)税制改正要望について

○予防接種法等の改正に伴う所要の税制改正 (要望税目未定/平成 23年度税制改正要望)

現在、厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会において、予防接種法の在り方等について議

論を行つているところです。これを受けて平成 23年度に予防接種法等が改正された場合、そ

れに伴つて所要の税制改正を行う可能性があります。

○新型インフルエンザ対策に係る医療提供体制整備促進税制の延長 (法人税・所得税/平成 23

年度税制改正要望 )

新型インフルエンザの感染の拡大を防ぐには初動体制の充実が必要であり、初期段階の医療を

になう感染症指定医療機関及び協力医療機関の設備の充実を図る必要があります。このため、

感染症指定医療機関等に簡易陰圧装置を設置させるため、税制上の優遇措置を行います。 (平

成 21022年度に措置された内容の2年間の延長要望 )

(3)機構・定員について

特になし

17



政策体系番号 :I-5-1

(4)指標の見直しについて

特になし

8.有識者の知見の活用について

○感染症対策の推進について

・感染症に関する有識者 (厚生科学審議会委員)にt平成 21年度における感染症対策、新型イ      |
ンフルエンザ対策に係る実績の評価について意見聴取を実施しました。                  |

○肝炎対策の推進について

・ 8月 2日 に開催された第 2回肝炎対策推進協議会において、平成 21年度における肝炎対策に      |
係る実績の評価について意見聴取を実施しました。

18



`

政策体系番号 :I-5-1

9.参考

本評価書中で引用 した閣議決定、審議会の指摘、総務省による行政評価・ 監視に基づく勧告、会

計検査院による指摘等や各種のデータは以下のサイ トで確認できます。

サイ ト名について特に記載のないものは、厚生労働省ホームページです。

結核のデータ

http://… .mhlW.2o.ip/bunva/kenkou/kekkaku‐ kansenshou03/index.h回

結核部会資料等

http://―w.mhlW.2o。 わ/shm● /kOusei.仙耐 #kansen‐kekkaku

肝炎対策に関すること

http://… .mhlw.go.ip/bunva/kenkou/kekkaku― kansenshou09/index.h回

肝炎対策推進協議会資料等

http://… .mhlW.2o.ip/shinf4/kanen.h皿#top

10.添付資料等一覧

本評価書の添付書類は以下のとおりです。

別図 政策体系 (I-5-1)
別表 1二 1 「感染症対策特別促進事業費」 (事業評価シー ト)

別表 2-1 「新型インフルエンザ対策費」 (事業評価シー ト)

別表 3-1 「肝炎対策事業」 (事業評価シー ト)

19



A`

政策評価体系上の位置付、通し番号 I-5-1-(1)

事業評価シー ト

予算事暴名 感染症対策特別促進事業費     | ‐事業開始年度 平成18年

群臓冴争 健康局結核感染症課  (結核感染症課長 亀井 美登里)

提賛な島ざ景奮習F電
im餞)1  1

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (第 53条の 14、 15)

関係する通知、
計口等 |

結核に関する特定感染症予防指針

予算体系
(項 )感染症対策費
(大事項)感染症予防事業等に必要な経費
(目 )疾病予防対策事業費等補助金

実施方法

コ直接実施

□業務委託等 (委託先等 )

■補助金 〔直接〕 (補助先 :都道府県、政令市、特別区  実施主体 :同左 )

□貸付 (貸付先 )□ その他 ( )

に出先が
自法、公
墜法人●
D場合

伐 員

“

孤
(宙庁OBノ脅 口数 )

/  1常勤役員数 /  1非常勤役員数 / 監事等 1  /

職員総数 内、官庁OB 役員報酬総額

螂̈積立金等の額 内訳
今後の
活用計画

事
集
ノ
”
度
概
要

目 的
(何のために)

結核にかかる定期の健康診断や予防接種の着実な実施を図りつつ、地域住民等の自主的な協力と地域の

実情に応じた重点的な結核対策事業の実施の下に、効率的・効果的な予防措置を講ずることにより、結

核対策の推進を図る。

対 象
綱ν何を対象に)

都道府県、政令市、特別区

事業/‖度内害
(手段、手法など)

・高齢者等に対する結核予防総合事業

.喬縄:兵だ賞2霜羹8:禁舌星圭碁圏習】習覧に、治療終了後の自立に向けた支援を合わせて行うた

めの連携体制の構築を図るための事業 など

・菫黎霞等 感染≦阜3事業費口庫負担 (補助)交付要綱による

平成22年度予算額 人件費

事業費 403百万円 職員構成
概算人件費
(平 均給与 X従事

職員数)

従事職員数

コ

ス

ト

人件費 0百万円 担当正職員 千 円 人

総 ‐計 403百万円 臨時職員他 千 円 人

年 度 総 額 地方公共団体の裏負担がある場合、概算の総額

H19(決 算額) 430

H19(決 算上の不用額 0

H20(決算額)

H20(決 算上の不用額

H21(予算(補正込))

H21(決算見込)

H22予 算

■峰議」
=農

|■
|

: 予算‐i

(補助金の場合は負担
:割合等も)●

一般会計より、補助金 403百 万円、補助率は 10/10



B
政策評価体系上の位置付、通 し番号  II-5-1-(1)

事業評価シー ト

'「
予算事業名 感染症対策特別促進事業費 事業開始年度 :1   平成18年

,機 ‐‐争 健康局結核感染症課  (結核感染症課長 亀井 美登里)

1,灘争
保健師などが結核患者の服薬状況を確かめる直接服薬確認療法事業等は、結核の感染拡
大。再発の防止や多剤耐性結核薗の発生防止に非常に有効であり、結核対策上、必要不可
欠である。

他省庁ヽ自治体:民間
|■11おけ|1鋼摯■書

結核対策は、国、自治体、医療機関等が連携して実施しており、自治体は医療機関間の連携
やDOTSの推進等を実施しており、国は財政面での支援等を行っている。

一
一
〓
ア
ウ
ト
ブ

，
卜
●

【指標】 単 位 H19年度実績 H20年度実績 H21年度実績

|■ ■111:1■

テ諄勢行率 %

ア
ウ
ト
ガ
ム

晶濯 み嘉
‐達成時期)、 :

■ 実績 |‐

【指標】 (達成水準/達成時期) 単 位
H19年度実績

【達成率】
H20年度実績
【達成率】

H21年度実績
【達成率】

嗜核愚者の薇思率の推移 (人 口10万 人対比18人以下
/平成22年度)

人 198 未集計

■事業ノ制度の
|  1自 己諄籠
(アウトカム指標の分

F11群イI:

陪核の直接服薬確認療法事業等を実施することで、結核患者の治療を確実に行うことができるととも
こ、感染拡大や多剤耐性結核菌の発生も予防でき、有効である。

今
後
の
方
向
性

1躙 鳥

11量雪釜島渠)|
陪核の低まん延口を目指し、引き続き直接服薬確認療法事業等を実施することにより、結核罹患率の一

目の低減を図る。

孝:咄 (見直しをせず)  現状維持

1轍■



バ

政策評価体系上の位置付、通 し番号 I-5-1-(2)

事業1評価 |シ■ ト

予事事業名 新型インフルエンザ対策費     |・,事業開始年度 平成11年度

担当部局 :屎室名
作成責任者

健康局結核感染症課  (結核感染症課長 亀井 美登里 )

疑賛お夏ぶ競奮響F憲
■|1日載)●  :
目係する通知t

計自等■ |

新型インフルエンザ対策行動針日 (平 成21年 2月 :新 型インフルエンザ及び■インフルエンザに鵬する

“

係●庁対策会臓)

新型インフルエンザ対策ガイドライン (平 成21年 2月 i晰 奎インフルエンザ及び鳥インフルエンザに田する田係省庁対策全■)

予算体系
嗅)悪業症対策賀
(大事項)感染症予防事業等に必要な経費
(日 )医薬品等保管料/医薬品買上費

実施方法

■直接実施

□業務委託等 (委託先等 : )

□補助金 〔直接・間接〕 (補助先 : 実施主体 : )

□貸付 (貸付先 : )□その他 ( )

伎 員移 瓢
r■ 岸rRノ0●■ヽ /  1常勤役員数 /  1非常勤役員数 / 監事等 1  /

″公ヽ鳩
”

四
法
法
■

“
自

壼

Ｄ

職員総数 内、官庁OB I      I役 員報■総額
冒庁OB役員

“

■螢

“
積立金等の額 内訳

今後の
活用計画

事
業
／
“
度
概
要

‐目 的
(何のために)

新型インフルエンザ発生時に、国民に対して、適時に、必要な量の抗インフルエンザウイルス薬を供給
するため、段階的に備蓄を進め、保管をしている。

対 象
Gν何を対象に)

国 民

事棠/‖度内容
(手段、手法など)

「新型インフルエンザ対策行動計画」に基づき、
ザウイルス薬の備蓄状況、抗インフルエンザウイ
ンザウイルス薬の備蓄を進めている。

最新の医学的な知見、諸外国における抗インフルエン
ルス薬の流通状況等を踏まえ、段階的に抗インフルエ

平成22年度額 人件費

事集費 百万円 職員構成
概算人件費
(平 均綸与X従事

職員数)

従事職員数

コ
ス
ト

人件費 百万円 担当正職員 千 円 人

総 計 150百万円 臨時職員他 千 円 人

予算霞推移等
|(財澤

"訳
/.

単位百万円)

:11‐||||■・ ||■ 1

111i l l■ ■■  ||
1 

‐
■ , _.i      l

年  度 総 額 地方公共団体の裏負担がある場合、概算の総額

H19(決算額) 3,423

H19(決 算上の不用額

H20(決算額) 15,522

H201決 算上の不用額

H21(予算(補正込)) 23,236

H21(決算見込 )

H22予算

:■ 平成22年度
||1予算  |
(補助金の場合は負担
|=‐_割合等も)| |■

医薬品等保管料 :106,
医薬品質上費 : 44,

268千 円
016千 円



B
政策評価体系上の位置付、通し番号  I I-5-1-(2)

事薬評価シ■ ,ト

予算亭撃名 新型インフルエンザ対策費 事業口始年度 1  平成11年度

担当部局・課
=名作成責任者

健康局結核感染症課  (結核感染症課長 亀井 美登里 )

事業/●度の

■1琴讐|

新型インフルエンザの発生時に、全国の患者の発生状況等を把権し、抗インフルエンザウイ
ルス薬が不足しないよう、都道府県に対し、国が備蓄している抗インフルエンザウイルス薬を
通じて放出し、適切な流通調整を確保するため備蓄をする必要がある。

他省庁ヽ自治体、民間
等における類似事業

■■庁t首書体、1良ロ
等との連携 1役

“

分担

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄については、全国的な感染まん延を防止する観点及び地
域の医療体制の確保を図る観点から、国及び都道府県の双方において備蓄を行うことが適切
である。
また、都道府県においては、平成21年度から平成23年度の3カ年において地方財政措置が
講じられており、備蓄を進めているところ。

ア
ウ
ト
ブ

，

ト

活動奥籠

【指標】 単 位 H19年度実績 H20年度実績 H21年度実績

/平成23年度末 ) 万 人 |,485 2.118 3,300

予算執行率 %

ア
ウ

ト
カ
ム

:謂み二,
|千

1翼PII

【指標】 (達 成水準/達成時期) 単位
H19年度実績

【達成率】
H20年度実績

【達成率】
H21年度実績

【達成率】

1事業/"度の
■‐1自 己諄薔 |

I警魔諷ヂ1

院インフルエンザウイルス薬については、平成 17年度より備蓄を開始し、平成20年度には備蓄目標
量を国民の23%か ら45%分に引き上げ、日標に向け備蓄を進めているところである。
日の備蓄分については、平成 21年度末にタミフル :3, 000万 人分、リレンザ :300万 人分の備
善が完了し、日標数量に達成したところであり、適正に管理を行つているところである。

争

ぬ

Ｄ

な

句

Ｌ

1棚
テ鴨 1'

(担当部局案)

国備蓄分の抗インフルエンザウイルス案については、平成 21年度末で日標量に到達したところだが、
今般の新型インフルエンザ (A/Hl‖ 1)の 発生では、十代の若年層の罹患者が多かつたことや、今後のタ
ミフル耐性ウイルスの発生に備えるため、リレンザの追加備書や新薬の備蓄についての検討が必要であ
る。

平成23年度予算の
方針(担当

“

局率)

廃止
(見直しの上)   増額    現状維持
(見直しをせず) 現状維持

①

1巻覇墜轟1集

先進諧外国においても、抗インフルエンザウイルス薬の備書を推進しており、我が国においては、これ
らの備蓄量や最近の医学的知見を参考にし、平成20年度に備蓄量の引き上げを行つたところである。

■ 11特露事項
(事業/制度の沿革、こ

告毒I象霜舞F響轟塁
成のための関連事業等)

院インフルエンザウイルス薬については、「新型インフルエンザ対策行動計画」 (平 成21年 2月最終
改定)において「諸外国における備蓄状況や最新の医学的な知見等を踏まえ、国民の4596に 相当する量
を目標として、備蓄を推進する。」こととされているところ。

*ア ウ トプット指標・アウトカム指標は、該当する施策小日標で設定している指標を中心に記載



(別添 )

【様式】

租税特別措置等に係る政策の事前評価書

11政策評価の対象とした

1租税特別措置等の名称

新型インフルエンザ対策に係る医療提供体制整備促進税制の延長

要望の内容 近年、東南アジアを中心に鳥インフルエンザが鳥から人へ感染する事例が

増加。この鳥インフルエンザ(H5Nl)が人から人へ感染する形に変異し、新型

インフルエンザとして世界的に流行することが危惧されている。

新型インフルエンザが発生した場合、国民に大きな健康被害を発生させ、最大

2500万 人が罹患、15～ 64万人が死亡すると想定されている。こうした中、1

日の入院患者が最大 10万 1千人見込まれるなど、現在の医療体制では十分

な対応ができないため、早急に医療提供体制を整備する必要がある。

こうしたことを踏まえ、平成 21年度税制改正において、本税制を措置したとこ

ろ(適用期間2年間)。

このような状況の中で、平成 21年 4月 に新型インフルエンザ(A/Hl Nl)が 発

生し、医療提供体制については、新型インフルエンザ患者入院医療機関に係

る補助等の措置を講じて対応。

現在のところ、新型インフルエンザ(A/HlNl)の最初の流行は沈静化していると

こであるが、今後再流行が生じる可能性もあり、また今回とは違つた型の新型

インフルエンザが発生するおそれもある。

また、新型インフルエンザ(A/Hl Nl)対 策総括会議報告書 (平成 22年 6月 10

日)においても、医療体制について、以下のような提言がなされているところ。

・国が基本的な方針、考え方を示した上で、都道府県ごとに地域の実情を踏

まえ、必要となる医療提供体制について検討を進めるべきである。また、国

は、これに対する必要な支援を行うべきである。

・具体的には医療スタッフ等の確保、ハイリスク者を受入れる専門の医療機

関の設備、陰圧病床等の施設整備などの院内感染対策等のために必要な

財政支援を行う必要がある。       ´

以上の点を踏まえると、医療提供体制については引き続きその充実が求め

られるところであり、本税制については継続して措置することとしている。

3 担当部局 健康局結核感染症課

4 評価実施時期 平成22年 8月

5 租税特別措置等の創設

年度及び改正経緯

平成21年 4月 1日 より2年間の措置として創設(平成23年 3月 31日 まで)

平成23年 4月 1日 より2年間の延長措置を要望中

6 適用又は延長期間 2年間



7 必要性

等

① 政策目的

及びその

根拠

《租税特別措置等により実現しようとする政策目的》

新型インフルエンザ発生時、初期対応を行う感染症指定医療機関等 (感染

症指定医療機関及び「新型インフルエンザ対策行動計画」に基づき都道府県

等が病床確保を要請した医療機関)における医療提供体制を確保する必要が

ある。また、新型インフルエンザ発生後、多数見込まれる入院患者に対処する

には、感染症指定医療機関等の感染症病床のみでは不足するため、臨時に

開設する病床における感染防止のため、簡易陰圧装置の設置が必要である。

《政策目的の根拠》       .

新型インフルエンザ対策行動計画

(新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議 平成

21年 2月 改定)

② l 政策体系

における

政策目的

の位置付

け

(基本目標 I)

安心,信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進すること

(施策大目標5)

感染症など健康を脅かす疾病を予防・防止することともに、感染者等に必要な

医療等を確保すること

(施策中目標1)

感染症の発生。まん延の防止を図ること

③ 達成目標

及び測定

指標

《租税特別措置等により達成しようとする目標》

バンデミック期において最大10万 1千人と見込まれる入院患者に対応できる

だけの簡易陰圧装置を確保する。

《租税特別措置等による達成目標に係る測定指標》

感染症指定医療機関等(約4,060カ所、約4,060台 )に簡易陰圧装置を設置

《政策目的に対する租税特別措置等の達成目標実現による寄与》

この租税特別措置等により、政策目的である簡易陰圧装置の必要数の確保を

図る。

8 有効性

等

① 適用数等 平成21年度適用数 :23台 (10医療機関)

② 減収額 平成21年度減収額 :約 230万円

平成 23年度減収額 :約 240万円 (平成21年度実績をもとに推計)

C 効果・達成

目標の実

現状況

《政策目的の実現状況》(分析対象期間:平成 21年度)

平成 21年度までに、369の簡易陰圧装置が整備済み。



《租税特別措置等による効果・達成目標の実現状況》(分析対象期間 :平成 21

年度)

平成 21年度については、税制適用により23台の簡易陰圧装置が整備され、

新型インフルエンザ対策に必要な医療提供体制の確保につながつた。

《租税特別措置等が新設、拡充又は延長されなかつた場合の影響》(分析対

象期間:平成 21年度 )

特に民間医療機関等で、新たな簡易陰圧装置の設置が進まず、新型インフル

エンザ発生時に必要な医療提供体制を確保できない。

《税収減を是認するような効果の有無》(分析対象期間:平成 21年度)

同 上

相当性 ① 租税特別

措置等に

よるべき

妥当性等

新型インフルエンザは、感染力が強く、全国的に急速に拡大するおそれがある

ため、不足が見込まれる入院施設の確保を容易にする簡易陰圧装置を、全国

各地に幅広く設置を促すためには、設置補助に加え税制を活用することは着

実に進めるためには有効である。

② 他の支援

措置や義

務付け等

との役割

分担

同 上

C 地方公共

団体が協

力する相

当性

有識者の見解

(今後、意見聴取予定)

前回の事前評価又は事

後評価の実施時期


